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甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱 

令和３年４月１日 

告示第７０号 

改正 令和３年９月７日 告示第１４２号 

令和４年２月１４日 告示第２２号 

令和４年３月２８日 告示第６４号 

令和６年３月２９日 告示第４９号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止するた

め、国の社会資本整備総合交付金要綱(住宅・建築物安全ストック形成事業平成22

年3月26日付け国官会第2317号)及び甲州市耐震改修促進計画に基づき既存木造住

宅の耐震改修設計、耐震改修工事及び耐震化建替工事（以下「木造住宅耐震改修

等事業」という。）を行う者に対して、予算の範囲内で甲州市木造住宅耐震改修

等事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、甲州市補助

金等交付規則(平成17年甲州市規則第49号)に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 既存木造住宅 所在地が市内であり、かつ、次の全てに該当する住宅をいう。 

ア 市内に住所を有する個人が所有するもの 

イ 昭和56年5月31日以前に着工され、木造在来軸組工法で建築されたもの 

ウ 2階建て以下のもの 

エ 長屋及び共同住宅以外のもの（借家を除く。） 

(2) 木造住宅耐震診断 既存木造住宅に対して実施する、次のいずれかに該当す

る診断をいう。 

ア 一般社団法人日本建築防災協会（以下この条において「協会」という。）発

行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づいて行う一般診断若しくは精

密診断 

イ 協会発行の「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」に基づいて行う精密診
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断 

ウ 山梨県木造住宅耐震診断マニュアルに基づいて行う耐震診断 

(3) 木造住宅耐震診断技術者 建築士の資格を有する者であって、次のいずれか

の講習を受講し、修了したものをいう。 

ア 国土交通大臣登録耐震診断資格者講習及びその他国土交通大臣が同等以上

であると認める講習 

イ 山梨県が協賛する山梨県木造住宅耐震診断・補強計画技術者講習 

ウ その他山梨県知事がア又はイと同等以上であると認める講習 

(4) 旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断 建築士の資格を有す

る者が、「住宅・建築物耐震改修事業を活用した旧耐震基準の木造住宅の除却

における耐震診断について（技術的助言）」（令和6年1月30日付け国住市第40

号）の別添「旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断調査票」に

基づいて行う耐震診断をいう。 

(5) 耐震判定委員会 既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会

に参加している団体が、耐震判定委員会登録要綱に基づいて登録した建築物耐

震診断・補強計画判定会のことをいう。 

(6) 総合評点 協会が定めた木造住宅耐震診断の判定基準によって、木造住宅耐

震診断技術者が診断したもので、耐震判定委員会による判定を受けた評点をい

う。 

(7) 耐震改修設計 木造住宅耐震診断の結果、総合評点が 1.0 未満の既存木造

住宅の総合評点を 1.0以上にする設計をいう。 

(8) 耐震改修工事 木造住宅耐震診断の結果、総合評点が 1.0 未満の既存木造

住宅の総合評点を 1.0以上に改修する工事をいう。 

(9) 耐震化建替工事 次に掲げる要件のいずれかに該当する既存木造住宅を除却

し、同一敷地内に住宅を新築（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律（平成27年法律第53号）で定める建築物エネルギー消費性能基準に相当する

ものに限る。）する工事をいう。 

ア 木造住宅耐震診断の結果、総合評点が1.0未満の既存木造住宅であること。 

イ 旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断の結果、倒壊の危険

性があると判断された既存木造住宅であること。 
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 (補助対象者等) 

第3条 補助金の交付の対象となる者は、既存木造住宅の所有者であり、かつ、次の

各号のいずれにも該当するものとする。ただし、本市の住宅に関する他の補助金

の交付を受けた者は、対象としない。 

(1) 次に掲げる要件のいずれかに該当すること 

ア 耐震改修工事又は耐震化建替工事（この号において「改修等工事」とい

う。）後の当該既存木造住宅の所有者又は当該住宅に居住する者であること。 

イ 改修等工事後の当該既存木造住宅に、改修工事等前の当該住宅の所有者と

の関係が三親等内の親族が、貸借契約等による使用形態でない形態により当

該住宅に居住すること。 

(2) 本市の市税を滞納していない者 

2 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法

律第57号）第9条第1項に規定する土砂災害特別警戒区域に存する既存木造住宅に

ついて行う同一敷地内への耐震化建替工事は、補助金の対象としない。 

3 補助金の交付は、補助金の交付の対象となる既存木造住宅一戸につき一回限りと

する。 

(補助対象経費、補助金額等) 

第3条の2 補助対象経費、補助金額及び補助限度額は、別表第1に掲げるとおりとす

る。 

2 前項の規定により算出した補助金額に1,000円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。 

(交付の申請) 

第4条 規則第2条の規定による申請は、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交

付申請書（様式第1号）に別表第2に掲げる書類を添えて行うものとする。 

(決定の通知) 

第5条 規則第4条の規定による通知は、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交

付決定通知書（様式第2号）により行うものとする。 

(事業内容の変更等) 

第6条 申請者は、補助金の交付決定を受けた後に、第4条に規定する申請の内容を

変更し、又は中止し、若しくは廃止するときは、あらかじめ甲州市木造住宅耐震
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改修等事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第3号）に必要な書類を添えて市

長に提出し、その承認を受けなければならない。 

2 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、甲州市木造住宅耐震改修等事業変更（中止・廃止）承認通知書（様

式第4号）により、申請者に通知するものとする。 

 (着工の届出) 

第7条 申請者は、木造住宅耐震改修等事業の工事に着手したときは、甲州市木造

住宅耐震改修等事業着工届（様式第5号）を、市長に提出しなければならない。 

(実績報告) 

第8条 規則第6条の規定による実績報告は、木造住宅耐震改修等事業の完了日若し

くは廃止の承認を受けた日から起算して1月を経過した日又は補助金の交付を決定

した年度の3月末日のいずれか早い日までに、甲州市木造住宅耐震改修等事業実績

報告書（様式第6号）に別表第2に掲げる書類を添えて行うものとする。 

(補助金額の確定) 

第9条 規則第7条の規定による通知は、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交

付額確定通知書（様式第7号）により、行うものとする。 

(補助金の請求等) 

第10条 補助事業者は、前条の確定通知を受けたときは、速やかに甲州市木造住宅

耐震改修等事業費補助金請求書（様式第8号）を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、当該補助事業者に補

助金を交付するものとする。(補助金の取消し) 

第11条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他の不正な手段により、補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を目的以外に使用したとき。 

 (3) 木造住宅耐震改修等事業の実施方法が不適正と認められるとき。 

(4) 補助金の交付決定の内容、これに付した条件その他法令等に違反したとき。 

(5) その他市長が不適当と認めるとき。 

(補助金の返還) 

第12条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消したときは、既に交付し
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た補助金について、期限を定めて返還を命ずるものとする。 

(書類の整理等) 

第13条 補助事業者は、当該補助金に関する書類を整理し、補助金の交付を受けた

日の属する年度の翌年度の初日から起算して5年間保存しなければならない。 

(指導等) 

第14条 市長は、補助金の交付に際し適正な執行を確保するため、補助事業者に対

して、必要な指導又は助言をすることができる。 

(その他) 

第15条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

定める。 

附 則（令和3年4月1日甲州市告示第70号） 

(施行期日) 

1 この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 

(この要綱の失効) 

2 この要綱は、令和8年3月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までになさ

れた補助金の交付その他の手続については、同日後もなおその効力を有する。 

(甲州市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱及び甲州市木造住宅耐震改修設

計事業費補助金交付要綱の廃止) 

3 次に掲げる要綱は、廃止する。 

(1) 甲州市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱（平成31年甲州市告示第89

号） 

(2) 甲州市木造住宅耐震改修設計事業費補助金交付要綱（令和2年甲州市告示第

71号） 

附 則（令和3年9月7日甲州市告示第142号） 

この要綱は、令和3年10月1日から施行する。 

附 則（令和4年2月14日甲州市告示第22号） 

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則（令和4年3月28日甲州市告示第64号） 

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則（令和6年3月29日甲州市告示第49号） 
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この告示は、公布の日から施行する。 
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別表第1(第3条関係) 

木造住宅耐震改修等事業 

 
耐震改修工事 耐震化建替工事 

補助対象経費 次のいずれかに要する経費 

(1) 耐震改修設計及び耐震改修

工事 

(2) 耐震改修工事 

次のいずれかに要する経費 

(1) 新築の設計及び耐震化建替

工事 

(2) 耐震化建替工事 

補助金額 補助対象経費以内で市長が定め

る額 

補助対象経費と木造住宅耐震診

断等により算出された耐震改修

工事に要する経費のいずれか低

い方の額 

補助限度額 125万円 125万円 
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別表第2(第4条関係) 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付申請書添付書類 

 

添付書類 

 

 

 

 

 

事業種別 

概
要
書 

耐
震
診
断
結
果
報
告
書
の
写
し 

※
１ 

見
積
書
等
の
写
し 

(

解
体
を
含
む
。) 

住
民
票
の
写
し 

案
内
図
・
平
面
図 

耐震改修工事 
〇 

(別紙1) 
〇 〇 〇 〇 

耐震化建替工事 
〇 

(別紙2) 
〇 〇 〇 〇 

※１ 耐震化建替工事で、旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断を

実施した場合にあっては、旧耐震基準の木造住宅の除却における耐震診断調査票

（建築士の記名及び建築士の登録番号の記載があるものに限る。）及び建築士の

資格者証の写しを添付すること。 
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別表第3(第8条関係) 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金実績報告書添付書類 

 

添付書類 

 

 

 

 

 

事業種別 

補
強
計
画
図 

設
置
計
画
図 

請
負
契
約
書
等
の
写
し(

解
体
を
含
む
。)

 

領
収
書
の
写
し 

工
事
写
真 

※
１ 

検
査
済
書 

※
２ 

改
修
後
の
総
合
判
定
書
類 

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
を
証
す
る
書
面 

耐震改修工事 〇  〇 〇 〇  〇  

耐震化建替工事  〇 〇 〇 〇 〇  〇 

※１ 着工前、施工状況及び完成が分かるもの 

※２ 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 7 条第 5 項に規定する検査済証の写

し 
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様式第 1号(第 4条関係) 

                           年  月  日  

 

（宛先）甲州市長                                         

申請者 住所 

氏名             

電話番号 

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付申請書 

 

次のとおり甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金の交付を受けたいので、甲州

市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱第 4条の規定により、関係書類を添え

て申請します。また、市税等の収納状況の確認について了承します。 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

        (該当するものに〇を付けてください。) 

 

2 添付書類 

(1) 全事業共通 

 ・耐震診断結果報告書の写し 

・見積書等の写し(解体を含む。) 

・住民票の写し 

(2) 事業種別ごとに次の書類を添付 

・耐震改修工事 

耐震改修工事概要書(別紙 1)、案内図・平面図 

・耐震化建替工事 

耐震化建替工事概要書(別紙 2)、案内・平面図 

(3) その他市長が必要と認める書類 
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(別紙 1)耐震改修工事概要書 

既
存
木
造
住
宅
の
概
要 

住宅の所在地   

住宅の種類 専用住宅 ・ 併用住宅(         ) 

建築年次       年  月着工、    年  月完成 

階数  階 延べ床面積 ㎡ 

併用住宅の住宅以外の面積 ㎡ 

住宅の所有者

及び同居者 

所有者 

との続柄 
氏名 生年月日 

本人   年 月 日  

    年 月 日  

    年 月 日  

    年 月 日  

耐
震
改
修
工
事
費
等 

予定工期 
   年  月  日 ～ 

年  月  日  

総工事費 円  

内設計、補強計画費 円  

補助対象工事費 円  

総合評点判定費 円  

補助金申請額 円  

改修後の総合評点 Iw値= 
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(別紙 2)耐震化建替工事概要書 

既
存
木
造
住
宅
の
概
要 

住宅の所在地   

住宅の種類 専用住宅 ・ 併用住宅(         ) 

建築年次       年  月着工、    年  月完成 

階数  階 延べ床面積          ㎡ 

併用住宅の住宅以外の面積                   ㎡ 

住宅の所有者

及び同居者 

所有者 

との続柄 
氏名 生年月日 

本人   年 月 日  

    年 月 日  

    年 月 日  

    年 月 日  

耐
震
化
建
替
工
事
費
等 

予定工期(全体) 
年  月  日 ～ 

年  月  日  

うち建物の除却 
年  月  日 ～ 

年  月  日  

うち住宅建替え 
年  月  日 ～ 

年  月  日  

既存住宅耐震診断結果 Iw値= 

耐震改修を実施した場合 

に要する費用(注) 
                  円 

建替後の延べ床面積                   ㎡ 

建替工事の契約金額                   円 

補助金申請額                   円 

(注)算出根拠書類を添付すること 
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様式第 2号(第 5条関係) 

                            第     号 

                           年  月  日 

 

          様 

 

                    甲州市長         印  

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助

金について、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱第 5条第 1項の規定

により、次のとおり補助金の交付を決定したので通知します。 

 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

 

 

2 交付決定額             円 

 

 

3 住宅の所在地 

 

 

4 交付の条件 

(1) 申請の内容を変更(補助金交付決定額に変更のない場合は不要)、中止又は

廃止をしようとするときは、市長の承認を得ること。 

(2) 事業を予定の期間内に完了する見込みがない場合又は事業の遂行が困難に

なった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 
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様式第 3号(第 6条関係) 

                           年  月  日  

 

（宛先）甲州市長                                         

申請者 住所 

氏名             

電話番号 

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業変更(中止・廃止)承認申請書 

 

 年  月  日付け  第  号で交付決定のあった甲州市木造住宅耐震

改修等事業について、内容を変更(中止・廃止)したいので、甲州市木造住宅耐震改

修等事業費補助金交付要綱第 6条第 1項の規定により、関係書類を添えて次のとお

り申請します。 

 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

        (該当するものに〇を付けてください。) 

 

 

2 住宅の所在地 

 

 

3 変更(中止・廃止)の理由 

 

 

 

4 添付書類 

(1) 変更後の概要書 

(2) 変更請負契約書
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様式第 4号(第 6条関係) 

                           第     号 

                           年  月  日  

 

          様 

 

                    甲州市長         印  

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業変更(中止・廃止)承認通知書 

 

年  月  日付け  第  号で変更(中止・廃止)承認申請のあった木

造住宅居住安心支援事業について、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要

綱第 6条第 2項の規定により、次のとおり承認したので通知します。 

 

 

     

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

 

 

2 変更後の交付決定額              円 

 

 

3 住宅の所在地 

 

 

4 その他 
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様式第 5号(第 7条関係) 

                           年  月  日  

 

（宛先）甲州市長                                         

申請者 住所 

氏名             

電話番号 

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業着工届 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった甲州市木造住宅耐震

改修等事業について、次のとおり着工したので、甲州市木造住宅耐震改修等事業費

補助金交付要綱第 7 条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

        (該当するものに〇を付けてください。) 

 

2 住宅の所在地 

 

 

3 着工年月日            年    月    日 
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様式第 6号(第 8条関係) 

                           年  月  日  

 

（宛先）甲州市長                                         

申請者 住所 

氏名             

電話番号 

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業実績報告書 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった甲州市木造住宅耐震

改修等事業について工事が完了したので、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金

交付要綱第 8条の規定により、次のとおり報告します。 

 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

        (該当するものに〇を付けてください。) 

                             

2 交付決定額                             円 

 

3 工事実施期間    自             年   月   日  

                   至          年   月   日 

 

4 添付書類 

(1) 全事業共通 

請負契約書等の写し(解体を含む)、領収書の写し、工事写真 

(2) 事業種別ごとに次の書類を添付 

・耐震改修工事  補強計画書、改修後の総合判定書類 

・耐震化建替工事 設置計画書、検査済書、省エネ基準への適合を証する書面 

(3) その他市長が必要と認める書類 
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様式第 7号(第 9条関係) 

                           第     号 

                           年  月  日  

 

          様 

 

                    甲州市長         印  

            

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付額確定通知書 

 

    年  月  日付けで実績報告のあった甲州市木造住宅耐震改修等事業に

ついて、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱第 9条の規定により、次

のとおり補助金の額を確定したので通知します。                            

 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

         

 

2 交付確定額                円 
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様式第 8号(第 10条関係)  

                           年  月  日  

 

甲州市長 様                                         

申請者 住所 

氏名             

電話番号 

 

甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金請求書 

 

年  月  日付け  第  号で交付額確定のあった甲州市木造住宅耐

震改修等事業費補助金について、甲州市木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱

第 10条第 1項の規定により、次のとおり請求します。 

 

1 事業種別  耐震改修工事・耐震化建替工事 

        (該当するものに〇を付けてください。) 

 

2 住宅の所在地 

 

3 請求金額                   円 

 

4 振込先 

金融機関名  
銀行 信用金庫 

信用組合 農協 
 

本店 

支店 

フリガナ  

口座名義  

預金種類 普通 ・ 当座 口座番号        

 


